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税金・経営なんでも相談　実施中！
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確定申告
消費税10％を
 中止させよう

事業者向け確定申告Ｑ＆Ａ

所得税 所得税 ▶▶３/15３/15
消費税 消費税 ▶▶４/２４/２

しっかりしっかり
対策対策

ボクはまだ～

確定申告はとても大切。１年の総決算です。住民税や国保料
などにも連動します。民商ならあったか相談。税金の仕組み
や納税者の権利を知って、安心・納得の申告ができます。

民商民商へへ
2018年２月号ニュース

申告書に番号を書かなくても受理され、不利
益も罰則もありません（国税庁の回答）。国民
監視のマイナンバーは中止を！

Q３ マイナンバーは必要？

A 民商なら気楽に始められます。記帳ができれ
ば経営状況がつかめ、商売にもプラス。
個人・法人・青色申告…どなたにも好評です。

Q４ 記帳・決算どーすれば？

A

事業収入、必要経費等の計算を。報酬には支
払調書が、年金には源泉徴収票がいります。
他に社会保険料、住宅ローン等の控除証明書
など、ご用意を。

Q1 申告準備で必要なのは？

A 税務署は申告会場を減らし、相談時間も削減。
自宅からパソコン申告を推奨しており、まる
で「来るのは迷惑」とばかりです。税務署に
行くより、「親身に対応」の民商へ。

Q２ 税務署でも相談できる？

A

猶予制度を活用し、払える額で分納を。

Q５ 納税がしんどい時は？

A
な
ど

差押え
解除延滞税分納1年

（延長可） 8.9 1.6％
制
度
例
納税の
猶予

・労災・社会保険に加入したい
・弁護士に法律相談したい
・経営交流の場がほしい
・税務調査がきた！　…などなど

こんな相談も

10％で日本経済は大打撃です。さらにイン
ボイス方式（下図）が義務化へ。登録番号が
もらえない免税業者は、商取引から排除され
るか、自ら課税業者になるしかありません。


